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1― 女性、高齢者の労働参加拡大に
　　　　よる潜在成長率への影響

　人口減少、少子高齢化が進展するもとで

経済成長率を高めるためには、女性、高齢

者の労働参加拡大が不可欠だ。

　ニッセイ基礎研究所の中期経済見通

し（2015年10月発表）では、今後10年

間で、男性は60歳代の労働力率が現

在よりも10ポイント程度上昇（60～

64歳：77.6%→87.5%、65～69歳：

52.5%→61.4%）、女性は25～54歳の

労働力率が70%台から80%前後まで上

昇することを想定している。

　2014年時点の男女別・年齢階級別の労

働力率が今後変わらないと仮定すると、労

働力率が相対的に低い高齢者の割合が

高まることにより全体の労働力率は低下

し 続 け、2025年 に は56.5%と2014年

の59.4%から3ポイント程度低下する。ま

た、15歳以上人口の減少ペースは今後加速

するため、15歳以上人口に労働力率をかけ

あわせた労働力人口は2025年には6071

万人となり、2014年よりも516万人も減少

してしまう（年平均で▲0.7%の減少）。

　一方、高齢者、女性の労働力率上昇を

見込んだ中期経済見通しのケースでは

2025年の労働力率は59.1%となり、現

在とほぼ変わらない。この場合でも15歳

以上人口の減少に伴い2025年の労働力

人口は6352万人と2014年よりも235

万人減少する（年平均で▲0.3%の減少）

が、現状維持ケースと比べれば減少幅、減

少ペースは大きく緩和される［図表1］。

　潜在GDPは中長期的には労働、資本

の投入量、技術進歩率によって決まるた

め、労働力人口の動向は先行きの潜在成

長率を大きく左右する。

　現状維持ケースと女性、高齢者の労働

参加拡大ケースの潜在成長率への影響を

試算すると、労働投入量の差により年平均

で0.3%ポイントの差が生じる。中期経済

見通しでは潜在成長率が足もとの0.5%

程度から1%程度まで高まると想定して

いるが、女性、高齢者の労働参加が進ま

ない現状維持ケースでは2025年の潜在

成長率は0.7%程度にとどまる。また、一

人当たりGDPでみると、女性、高齢者の

労働参加拡大ケースでは足もとの0.6%

から2025年には1.6%まで伸びが高ま

るが、現状維持ケースでは1.4%にとどま

る。この結果、2025年の潜在GDPの水準

は17兆円、一人当たりGDPでは14万円の

差が生じることになる［図表2］。

2― 需要面からみた影響

　女性、高齢者の労働参加拡大によって供

給力の低下に歯止めをかけることは可能

と考えられるが、その一方で潜在成長率の

上昇に実際の需要が追いつくのかという

問題がある。

　日本経済はバブル崩壊後、長期にわた

り低迷が続いてきたが、その一因には需

要不足の問題がある。実質雇用者報酬は

1990年代半ばまでは増加を続けてきた

が、その後はほとんど伸びておらず、この

ことが個人消費、実質GDPの低迷につな

がっている。この結果、GDPギャップはバ

ブル崩壊以降、ほぼ一貫してマイナスと

なっており、日本経済は慢性的に需要不足

の状態に陥っている。日本経済再生の鍵は

供給力の向上とともに、家計の所得増加

を通じた個人消費の拡大を実現すること

により、潜在成長率の上昇と需要不足の

解消を両立させることである。

　女性、高齢者の労働参加が進んだ場

合、これまで以上に雇用の非正規化が進

む可能性が高い。年齢階級別の非正規雇

用比率が過去5年間と同じペースで上昇

した場合、全体の労働力率がどの程度上

昇するのかを試算すると、年齢階級毎の

非正規化の進展に非正規雇用比率の高い

女性、高齢者の構成比が高まる影響が加

わり、非正規雇用比率の上昇ペースが加

速し、2014年の37.4%から2025年には
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44.4%になるという結果となった。

　女性、高齢者の労働参加拡大に伴う雇用

の非正規化自体は必ずしも悲観的に捉える

必要はないが、問題となるのは、男女間、正

規・非正規間の賃金水準の格差である。

　男女別、雇用形態別の賃金水準を年収

ベースで比較すると、男性・正社員を100

とした場合、女性・正社員が70、男性・非

正社員が38、女性・非正社員が26とな

る。年収ベースで比較した場合には正社員

と非正社員の労働時間による違いが大き

く影響しているが、時間当たり賃金でみて

も、男性・正社員100に対して、女性・正社

員が76、男性・非正社員が59、女性・非正

社員が50とかなりの格差があることがわ

かる［図表3］。

　今後、女性、高齢者の労働力率が高まっ

た場合、非正規比率が大きく高まることに

より、労働者の平均賃金水準が下がること

が見込まれる。ここで、男女別、年齢階級

別、雇用形態別の賃金水準が今後変わら

ないとした場合の労働者一人当たりの賃

金水準を試算すると、2010年代後半は年

平均で▲0.3%程度、それ以降は押し下げ

幅が徐々に拡大し、2025年には▲0.6%

となった［図表4］。2025年までの年平均

では▲0.4%となるが、そのうち時間当

たり賃金の低下による部分が▲0.2%、労

働時間の減少による部分が▲0.2%であ

る。この結果、2025年の一人当たり平均

の賃金水準は現在よりも▲4.5%低くなっ

てしまう。

　労働者の賃金水準が下がれば当然のこ

とながら消費に下押し圧力がかかる。労働

供給力が確保できても家計の所得水準の

低下によって個人消費が低迷すれば、潜

在GDPに見合うだけのGDPが達成され

ず、需給ギャップが拡大してしまう。賃金水

準を引き上げることにより需要の拡大を

図ることが重要である。

3―労働供給力の拡大と賃金上昇に
よる消費拡大の両立

　ニッセイ基礎研究所の中期経済見通し

では、女性、高齢者の労働参加拡大が進む

ことにより供給力の急低下に歯止めがか

かるとともに、企業部門の改善が家計部

門に波及することにより賃上げ率が高ま

りそれが個人消費の回復につながるとい

う経済の好循環が一定程度実現すること

を想定している。

　具体的には、今後10年間の実質雇用者

報酬の伸びは過去10年平均の0.4%か

ら1.1%へと高まると予想している［図表

5］。内訳をみると、女性、高齢者の労働参

加拡大を見込んでいるものの労働力人口

は減少が避けられないため、雇用者数の

伸びは小幅ながらマイナス（年平均で▲

0.0%）となる。一方、一人当たり賃金（実

質）の伸びは過去10年平均の▲0.0%か

ら1.1%へと大きく高まる。すなわち、雇用

者報酬の増加はすべて一人当たり賃金の

伸びによることになる。なお、今後10年間

の物価上昇率は平均で1%台前半を予想

しており、名目の一人当たり賃金の伸びは

平均で2.2%となる。

　女性、高齢者の労働参加拡大による賃

金低下圧力を考えると、名目2%程度、実

質1%程度の賃上げを実現することはそ

れほど容易ではない。男女間、正規・非正

規間の賃金格差の是正を進めながら労働

生産性に応じた労働者一人当たり、時間当

たり賃金の上昇を図ることが重要だ。

　日本経済再生の鍵は女性、高齢者の労

働参加拡大を通じて量的な労働供給力を

高めるとともに、労働生産性に見合った賃

上げを実現することにより家計の購買力

を引き上げ、需要の拡大につなげていくこ

とである。供給面、需要面双方の取組みを

同時に進めていくことが求められる。
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